





研究テーマであるが,本 稿 では主 として労働力移
動 とい う側面 に焦点をあてる。ただ し,国 際労働
力移動の現状報告が本稿 の 目的ではない(1)。ここ
では,国 際経済研究 の分野での労働力移動 に関す
る諸理論の検討を通 して,外 国人労働者をめ ぐる
議論の焦点 は どの よ うな問題点に当てられるべ き
かを論 じてみたい。
さて,本 シソポジウム(公 開国際 シンポジウム
「日本経済 と外国人労働力」)の 趣 旨文には,外 国
人労働者 の流入 に関 して,次 の ような文言が見 ら
れ る。 「……今 日世界有数の経済 活動 の中心地 の
ひ とつ となった 日本 をめ ざ して おお くの人 が集
まって くるのは何人 も押止めえない 自然の流れ と
言 うことがで きる……」。水が高 い ところか ら低
いところへ流れ るよ うに,人hは いつであれ どこ
であれ,よ り良 き雇用機会 を求めて経済活動 の中
心 に集 まる。 それ は言わ ぽ 「経 済 の通 則」 であ
る。 ここでは,人hの こ うした動 きが 「自然 の流
れ」 と表現 され,外 国人労働者 の流入 もまたその
よ うな必然的な経済現象のmと して受 け とめ る
べ きである,と 主張 されているのである。
今 日の 日本への外国人労働者 の流入を 「自然 の
流 れ」 と見 る ことに大方 の異論 は あ るま い。無
論,こ の流れを どう評価す るかにつ いては,こ の
間の外国人労働者をめ ぐる活発 な議論が物語 るよ
うに,そ れぞれ の見解 は鋭 く対立 している。一方
の論者 は,外 国人労働者の流入 によってもた らさ
れ るであろ う様 々の損害をあげつ らい,な ん とか
して この流れ をせ き止め るべ きだ と主張す る。他
方 は,こ の流 れ を押 しとどめ るため の施策 はか
えってわれわれの負担 を増大 させ るだけだ と主張
して,人 工的 な流入規制 の実効性 に も疑問を投げ
かける。 ところが,外 国人労働者 の流れを 「自然
の流れ」 と捉 える点では,こ うした意見 の食 い違
いにもかかわ らず,多 くの論者 に共通の認識が認
め られる。
しか し,こ の文章に記 された 「自然 の流れ」 と
い うことぽの意味内容 については,い ま少 し吟味
してみ る必要 がある。そ こでまず,国 際経済研究
の枠組みに即 してこの点を探 るところか ら議論 を
は じめ よ う。
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国際労働力移動 は国際経済研究 の分野にお いて
は,貿 易,資 本移動 などと並ぶ古典的テーマの一
つ として位置 づ け られ る研 究課題 で あ る。 しか
し,こ の テーマへ の研究 老 の関 心 は従来,他 の
テーマに比較 して必 ず しも高 い もの では なかっ
た。特 に日本 では,国 際労働移動に対す る研究関
心は著 しく低調であ り,国 際経済の研究者が この
問題 に本格的 に取 り組み始 めたのは ごく最近 のこ
とである。時期 としては,1980年 代 の半 ば,あ る
いはやや遡 って80年 代初頭 以後の ことと言 ってよ
かろ う。 この時期,研 究者 の関心が新たに国際労
働力移動問題に向かった背景 として,次 の よ うな
世界経 済 の動 向を指 摘す る ことが で きる。第一
に,1960-70年 代 の社会経済 変動(工 業化,農 村
開発,都 市化,人 口増加)の 結果,発 展 途上 諸 国
の内部に流動性 の高い労働人 口が大量 に形成 され
てきた こと。第二 に,こ うした労働人 口を国民経
済の枠 を越 え雇用労働 として充用す ることを可能
にす る,様hの 制度的枠組み(情 報 ・交通システム
の発達や多国籍企業の展開といった技術 ・経営組織面
の環境変化や,移 民・外国人政策の整備など)が 発展
して きた こ と。世 界経 済 の こ うした諸変化 に伴
い,国 境 を越 えて工業 中心地域 に向か う労働者 の
流 れが,か つ てない規模で生みだ されつつあ る。
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そのよ うな現状認識が,多 くの研究者 を国際労働
移動 の研究 に向かわせたので ある。 日本をめ ぐる
その後の事態 は大方 の予想 を越 える速 さで展開 し
た と言 って よいが,そ れ はともか くとして,国 際
経済研究者は一体 どの ような理論的枠組みに基づ
いて この新 しい問題に接近 しよ うとしたのか。
もとよ り国際経済研究 の分野にも様hな 理論潮
流 が存在す るが,国 際労働力移動 をめ ぐるこれま
での研究動 向を概観すれば,二 つの大 きな流れが
識別 され よ う。一 つは,新 古典派経済理論 に立脚
す る正統派 アプ ローチであ り,も う一つは正統派
の考 えに異議 を唱 える歴史 ・構造 アプローチであ
るω。 ここではまず,国 際経済研 究の主流 をなす
前 者 の考 え(「 国際分業(貿 易)」論,「 経済開発」
論 などい くつかの異なる系譜を含んでいるが,以 下
では一括 して単に正統派理論 と呼ぶことにしたい)
を取 りあげ よ う。
正統派理論に よれば,国 際労働移動 は生産要素
(資本 ・労働)存 在量 の空 間的(国 際的)不 均衡 に
起 因す る生産要素移動 の一形 態 と捉>2..られる(3)。
いま,様hの 要 因によって世界経済を構成す る各
国の生産要素 の賦存量 に較差が存在 しているもの
としよ う。 こ うした各 国の要素 賦存比 率の違 い
は,資 本 レソタル,資 金率 といった要素報酬(価
格)の 国際的 な格差構造をつ く りだす。 それぞれ
の国の生産要素市場及び財市場 におけ る価格機構
の働 きに よって,資 本が相対的に豊富な国では資
本は労働 と比べ相対的に安 く取 り引 きされ,労 働
が相対的 に豊富 な国では賃金率が資本 レソタルに
比べ相対的に安 くな るようそれぞれの取 引が行 な
われ るか らであ る。要 素報酬率 の こ うした 格差
は,実 際 に世界経済の内部で広 く観察 されて きた
現 象で あ る。 ところが,こ の事態 は一方 にお い
て,生 産要素の移動を促進す る経済誘 因 として も
働 く。 もちろんそのためには,そ れぞれの経済主
体に よって要素報酬 の国際的格差 とい うシグナル
が的確 に読み とられ,合 理的 な意思決定 ・行動の
行 なわれ ることが前提 である。例Z..ぽ,こ の点を
労働につ いて見 ると,国 際的賃金格差 は,情 報伝
達や労 働移動 に重大 な支障 の ない限 り,労 働 者
(家計)の 合理 的 な損益計算 に基づ く人的資 本投
資行動 を媒介 に して,よ り高い賃金率を保障す る
国へ の労働老 の流 れ を生み だす で あろ う。 した
がって,現 実に,国 境 を越 える労働者の動 きが大
規模 に展開 している場合,そ れは,資 本移動 と同
様,生 産要素賦存 のインバ ラソスに起 囚す る必然
的 な経済 現象 であ り,市 場 メカ ニズ ムの働 きに
よって生 まれた 「自然の流れ」 と考 えることがで
きる。
正統派理論に とって,国 際労働移動 は単 に 「自
然 の流れ」 とい うぽか りではない。 それは確 かに
痛 み(被 害)を 伴 うものである この論点 につ
いては以下で改めて触れ る が,二 重の意味で
望 ましい動 きで もある。
第 一に,労 働の移動 は地域(国 際)間 の経済格
差 を解消す るよ うに働 く。冒頭に引いたシソポジ
ウムの趣 旨文で は,「 自然 の流 れ」 とい う論 点に
関連 させて,よ りよい雇用機会 を求める人hの 流
れ が 「過 疎」や 「過密」を深刻 化 させ る危 険 性
が,次 の よ うに指摘 され てい る。「…… 自然の流
れであるか らと言 って,そ れを放置 しておいて よ
い とい うものでもない。人 口の過度 の集中は一方
に過密,他 方 に過疎を生み,そ れが さまざまな社
会 問題 の素 因にな る……」。 しか し,正 統派理論
か らはこれ とは正反対の考 えが導かれる。す なわ
ち,移 動主 体 の合理 的選択 に基づ く労働豊 富国
(地域)か ら労働不足 国(地 域)へ の労働力の 「自
然の流れ」は,時 として 「行 き過 ぎ」が見 られ る
に して も,結 局,「 過疎」や 「過 密」 を緩和 し,
様 々の地域的 インバ ランスを解消す る方向に作用
す る,と 捉 えられ るのである。 こうした見解 の食
い違 いは多分に 「過疎」・「過密」を ど う定義す る
かの問題 を含 んではい るが,い ずれ にせ よ,「 経
済の通則」 に従 った労働の移動 は本質的 に均衡 回
復(達 成)的 現象 であるとい うのが,正 統派理論
の基本的 な考 え方である。正統派理論が しぼしぼ
「均衡理論」 と称 され るの もこ うした ヴ ィジ ョン
のためである。要素移動に よる均衡 回復(達 成)
の一つの帰結 として想定 されているのは,高 賃金
国(労 働不足国)で の賃金低下 これ は受 け入
れ国の国内労働者へ の被害 を意味す る と低賃
金国(労 働豊富国)で の賃金上 昇 に よる賃金率 の
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国際的 な平準化 であ る。
第二 に,労 働 の移動 は,国 際的 な不均衡を是正
す るとともに,生 産要素の国際的 な再配分を もた
らす ことに よって,よ り効率的 な生産(要 素の利
用)を も可能 にす る。 その結 果,世 界経済全体の
生産水準は上昇す る。つ ま り,国 際労働移動 は,
資源の最適配分を もた らす 「総計 プラス」 の望 ま
しい経済現象 なのである。 したがって3国 際労働
移動が一都 に直接的被害をもた らす にしても,適
当な所得移転の仕組みが考案 されれ ば,そ れに よ
り被害 の補償は十分に実行可能 である。 この点 も
正統派理論か ら導かれる重要 な論点であろ う(4)。
さて,以 上 の正統派理論が,国 際労働移動をめ
ぐる当面の諸問題 に対 して,直 ちに満足 のい く解
答を与}る ものではないことは明らかで ある。例
えぽ,外 国人労働者問題 と言 えぽ,わ れわれの多
くはまず,現 実の外 国人労働者の流れが どの よう
な経緯に よって生みだ されているか とい う問題 に
強 い関心 を抱 くが,こ うした問題関心に とって,
以上の枠組みはあま り役立 ちそ うにない。 国際的
な賃金格差や,そ の原 因 となる生産要素賦存の国
際的不均衡が国際労働移動の根底 にあ るとい うの
は,一 般論 として見れば,確 かにその通 りであろ
う。 したが ってまた,外 国人労働者の流入が当然
の経済現象(「 自然の流れ」)で ある とい うの も,
その限 りで首肯で きる。 しか し,要 素報酬の不均
等性 は世界経済の内部 に常に観察 されてきた事態
であるか ら,実 の ところこの命題 自体 か らは,実
際の国際労働力移動 の発生や消滅につ いて,ほ と
ん ど有益 な論点を導 きだす ことはで きない。つ ま
り,あ る国(地 域)か ら別 のあ る国(地 域)へ の
労働力移動が どの よ うな仕組みに よって歴史上の
特定 の時点で大量現象 として発生 し,あ る期間そ
の流れが継続す るのか,と い う基本的 な問題 に関
して,正 統派理論 は今の ところ十分 な説 明力を も
たないのであ る(5)。
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しか し,こ うした理論 上 の欠陥 に もか かわ ら
ず,国 際経済研究の正統派理論 は,「 自然 の流れ」
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とい う見方が広 く受け入れ られているところか ら
推察 され るよ うに,外 国人労働者問題 に関す る一
般の議論 にも少 なか らず影響 を及ぼ している。 で
は,そ の影響 は どの よ うな論点 に うかが うことが
で きるのか。次にその点を見 よう。 ここでは,外
国人労働者流入をめ ぐる従来の議論を大 き く 「原
因」 と 「結 果」 の二 つ の問題 領域 に分 けて整 理
し,正 統派理論の影響を探 ってみたい。 まず,前
者 から取 りあげ よ う。
周知 の よ うに,国 際労働力移動 の発生原 因 とし
て しば しば指摘 され て きた の は,「 過 剰 人 口」,
「貧困」,「経 済停滞」 さ らには 「過 剰労働 力」 な
どの要因であ る。 この ことか らも知 られる通 り,
今 日の 日本が直面す る,い わゆる外国人労働者 問
題 の 「原 因」 を何 に求 め るか とい う点 につ い て
は,従 来,問 題の淵源 は 「労働過剰経済」か らの
労働力の流 出にあ る,と す る考 えが論壇を支配 し
て きた(6)。過 剰(労 働)人 口,貧 困,経 済停 滞 な
どといった労働過剰経済の 「供給圧力」が,外 国
人労働者 問題の発生源 になってい る,と い うわ け
である。 もちろん,労 働過剰経済 か らの労働力流
出 とは言 っても,そ の実態 は,よ り高 い賃金sよ
り望 ましい雇用機会 を求 める諸個人の 自発的 な意
思決定 に よって引き起 こされた もの と理解 されて
いるか ら,こ の論点 によって実際上主張 されてい
るのは,次 の よ うな考 えであ る。す なわち,労 働
力過剰 によって引 き起 こされた,ア ジアや ラテ ン
アメ リカか らの労働者 の自発的,能 動的 な移住行
動が,外 国人労働老 問題の根底 にあ る,と す る見
方 である。 ここには要素賦存 の国際的 イソパ ラソ
スと労働者(家 計)の 合理 的選択行動 に着眼す る
正統派理論 の影響がはっき りと認め られ るが,こ
うした見方 は,他 方 で,外 国人労働者問題を外部
か ら持ち込 まれた社会経済問題 として取 り扱 お う
とす る論調一一 日本ではその傾 向は特 に強い
につ なが ってい るように思われ る。
他方,外 国人労働者の流入が受け入れ国に与 え
る諸効果 は,わ れわれに とって最大 の関心事 であ
り,当 然 なが ら,「 結果」をめ ぐる議論 は 「原 因」
をめ ぐる議論以上 に盛んである。外国人労働者流
入の もた らす影響 は多方面 に及ぶ ものであ り,そ
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こでは論点 も多岐にわた っているが,議 論 の焦点
が労働 市場へ の影響 にあ るこ とは疑 いない。で
は,外 国人労働者 流入 の労働市場 効果 をめ ぐっ
て,こ れまで どの ような議論が行 なわれてきたの
か。 この点 につ いては,よ く知 られ てい るよ う
に,次 のよ うな見解 が存在す る。外 国人労働者の
流入は,国 内労働者 の雇用機会 を奪 うとともに,
賃金 の低 下や雇用条件 の悪化 を もた らす こ とに
よって,受 け入れ 国の労働市 場 に悪影響 を及 ぼ
す,と す る考 えである。 これ は古 くか らある極 め
て根強 い考 えで あ り,日 本 の論壇 において もこれ
まで多 くの論者 によって同様 の点が主張 され てき
た。
この国 内雇用 の悪化 とい う論 点 もまた,既 に
「痛みを伴 う」 とい う表 現 に よって示 唆 した よ う
に,正 統派理論か ら直ちに導かれ るもので ある。
いま,国 際労働移動 をめ ぐる各経済主体 の動向を
探 るため に,「 受 け入れ国」 と 「送 り出 し国」,そ
して 「資本家」 と 「労働者」 とい う簡単 な区分 け
を考 えてみ よ う。国際労働移動 はそれぞれの経済
主体(「 受け入れ国の資本家」,「送 り出 し国の資本
家」,「受け入れ国の国内労働者」,「外国人労働者」,
「送 り出し国の国内(残 留)労 働者」)に どの よ うな
効果 を及ぼす のか。正統派理論に よれ ぽ,国 際労
働移動 は三 つの経済主体 に利益(gain)を もた ら
す一方,他 の二つ の経済主体 に対 しては直接 の被
害 をもた らす。賃金率 の国際的平準化 とい う論点
か ら容易に推察 され るよ うに,送 り出 し国の資本
家 と受 け 入 れ 国 の 国 内 労 働 者 が そ の 被 害 者
(10ser)で ある。 ただ し,こ こでか りに,い わ ゆ
る 「労働過剰経済」論 の示 唆す るよ うな 「労働の
無制 限供給」(7)を,労働力流 出の背後 に想定す る
ことができるのであれぽ,送 り出し国の資本家が
被 る損害(送 り出し国の賃金上昇)は 比較 的軽 微
で済むか もしれない。その場合には当然,送 り出
し国の残留労働者 の利益 は消失す るであろ う。 い
ずれにせ よ,甚 大な直接被害が受 け入れ国の労働
者に及ぶ ことにかわ りはない。
以上,外 国人労働者流入の 「原因」 と 「結果」
に関す る議論を見た。以上の論点か ら導 き出され
るのは,国 際労働移動をめ ぐる次 のよ うな人間 ド
ラマであ る。第一幕の舞台 は,過 剰人 口,貧 困,
経済停滞な ど多 くの社会経済問題 を抱 えた貧 しい
国である。 この ドラマの主人公はそこに生活す る
活動的 な労働者のなかか ら選 ぽれ る。主人公が よ
り豊かな生活 を求め,海 外に眼を向けるところか
ら,ド ラマは動 き始め る。第二幕では舞台はかわ
り,そ こは主人公が外国人労働者 として行 き着 い
た=豊かな国である。 ここで新たに登場す るのは,
豊かな国の資本家 と国 内労働者 である。 ドラマは
やがて,狡 猜 な主人公 と貧欲 な資本家に財を もた
らし,善 良 な国内労働者 に多 くの悲劇を もた らし
て,幕 を閉 じる。つ ま り,受 け入れ 国 の労 働者
は,送 り出 し国の労働者 の自発的 な行為 に端 を発
した この ドラマの,最 大の被害者 とい うわけであ
る。 しかし,こ の ドラマの筋書 きには重大 な見落
としがある。次 に,や や角度をか えて,そ の点を
探 ることにしよう。
IV
この節では,正 統派理論 に批判的 な歴史 ・構造
アプローチに改めて注 目してみ よ う。特 に ここで
取 りあげたいのは,国 際労働力移動 を資本主義世
界経済 の 「資本蓄積 の要求」 に対応す る 「労働供
給 システ ム」 の一環 として捉 え る 「世 界 システ
ム」論の考 えであ る(8)。国際労働移動分析 をめ ぐ
るこの理論 と正統派理論 との対立点は,多 くの問
題にわた っているが,本 稿 のテーマに とってと り
わけ重視 されね ばならないのは,世 界 システム論
の次の ような基本視角で ある。すなわち,今 日の
国際労働力移動 の基本形態を資本主義周辺経済か
ら資本主義中心経済への労働力移動 と捉 え,そ の
原動力を中心経済 つま り受け入れ国の資本蓄積
の動 向に求め ようとす る視角である。「基本形態」
に関す る前段 の論 点については若干の用語説明が
必要 とされ るが,当 面の議論 にとっては,世 界シ
ステム論 も正統派理論 もともに同様 の現象 に関心
を向けている点が確認 できれぽ足 りる。む しろ重
要 な点 は後半部分 にあ る。
国際労働力移動 の 「原動力」 に関す るこの後段
の論点が意 図しているのは次の ことである。す な
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わ ち,国 際労働力移動は,正 統派理論に見 られ る
よ うに,労 働過剰経済か らの労働力流出や,各 経
済主体に よる合理的 な人的資本投資(労 働移動)
行動 無数 の代替的雇用機会 のなかか ら,そ れ
ぞれ の損(移 動費用)益(移 動利得)計 算 に基づ
いて最適 の雇用機会(移 動先)が 選 ばれ る の
累積結果 として捉 えられ るべ きではな く,何 よ り
も,国 際的な賃金格差を背景 とす る資本主義 中心
経済に よる労働力動員の一形態 として捉 えられね
ぽならない,と い うことである。 もちろん,一 定
の国際的賃金格差や送 り出 し国に存在す る種hの
「供給圧力」 は,労 働力を国境 を越 えて誘導 す る
ための不可欠 の要件 と言 えよ う。 しか し,こ れ ら
供給 サ イ ドの要 因 は,事 態 の発生経緯 か ら見れ
ば,飽 くまで も背景的条件 をなす に過 ぎない。一
方,今 日の国際労働力移動 の大部分がs当 事主体
た る労働者(家 計)の 自主的 な意思決定 に基づ い
て現実化 していることは明 らかであろ う。また,
その決定が一定 の合理性の なかで行なわれている
ことも確 かであ る。 しか し,そ うした主体的意 思
決定が意味 をもつのは,労 働力の国際的動員のた
めに形づ くられた様hの 制度的枠組みを前提 にし
ての ことに過 ぎない。
さて,筆 者が ここで正統派理論 と対比 させて世
界 システ ム論を取 りあげ,そ れに改めて注 目しよ
うとす るのは,国 際労働 力移動を中心経済 による
労働力動員 システムの一環 として捉 える世界 シス
テム論 の基本視角のなかにs外 国人労働者問題 を
め ぐるこれ までの多 くの議論に対す る有益 な批判
点が含 まれている,と 考iiC..たか らに他 ならない。
では,そ の批判点 とは何か。 それは,外 国人労働
者問題 を 「外 生的な」問題 としてで な く,「 内生
的 な」問題 として把捉 しようとしてい る点 も
ちろん,こ こで 「内」「外」 と呼 んで いるの は,
国民国家を議論の前提に しての話 である で あ
る。つ ま り,外 国人労働者問題発生の根源 には,
新たな外国人労働者 の動員を必要 とす る中心経済
(日本経済 と読みかえてもよい)の 雇 用構造 の変化
がある,と す る見方で ある。 こ うした見方 に立て
ぽ,前 節の最後に記 した,外 国人労働者をめ ぐる
ドラマの筋書 きは,当 然,書 き改め られねぽな ら
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な いで あ ろ う。 で は,ど の よ うに書 き改 め るべ き
か。 日本 の 現 状 に即 し て そ の 点 を 考 え て み よ
う(9}。
V
今 日日本 の直面 してい る外国人労働者問題 は,
その発端を他 な らぬ 日本の戦後 の急速 な経済成長
に求め ることがで きよ う。無論 送 り出 し国の抱
える様hの 社会経済問題 がその背景 にあ ることを
否定す るものではないが,戦 後 の急成長を もた ら
した 日本経済の国内分業 システムの急激 な変化の
なかに こそs問 題究 明のための最 も重要 なカギは
か くされてい る,と 言 うべ きである。
さて,国 民経済 の成長過程 は,一 面では,そ れ
ぞれ の国内生産 の依 って立 つ分業(労 働力配分)
システムの深化・拡大の動 き として捉 えられ るが,
この動 きはそれぞれ の仕事構造(jobstructure)
の変化 の内に看取す ることができる。古 くからあ
る仕 事 口(job)の 一部 が消 滅す ると ともに,そ
れを補 って余 りあ る数 の新 しい仕事 口が誕生 す
る。経済成長 に伴 う国 内分業 シ ステ ムの発展 と
は,言 わ ぽ,こ うした不断の仕事構造変容の プロ
セスに他 な らない。 日本 の仕事構造 は,第 二次大
戦後数十年間の急速 な成長過程を通 じて,次 の よ
うな二通 りの変化 を経験 した。一つ は,経 済規模
の量的 な拡大 に対応 して,国 内生産 を担 う仕事 口
の絶対 数 が増大 した一 無論 その一 方 で,労 働
(仕事)生 産性 は この間著 し く伸 びた ので はあ る
が一 ことである。 も う一つ は,経 済構造 の質的
な転換を反映 して,仕 事編成 の位階的秩序構造が
大 き くその姿を変 えた ことである。経済成長 を主
導す る産業や企業を中心 にして,良 質の雇用機会
(goodjob)が 数多 く生み だ され る とともに,他
方 では,旧 来の劣悪 な仕事(badjob)の 多 くが姿
を消 した。 これ によ り,日 本の仕事構造 は著 しい
姿形(shape)の 変化 を経験 した ので あ る。 しか
しもちろん,姿 形 を変 えた とはいえ,こ の よ うな
変化 によって 日本の仕事編成 の位階性その ものが
消滅 したわけではない。依然 として,日 本経済 の
内部には,就 労条件r金 銭報酬,存 在安定性(一
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部の仕事には経済の動向に左右されやすい性質があ
る),社 会 的威信 な どの点 に関 して,よ り望 まし
い(良 質の)仕 事 とそ うで ない(劣 悪 な)仕 事 が
並存 し続けてい るのであ る。
ところで,経 済成長(国 内総生産 の成長)が 急
であればあるほ ど,仕 事構造の変容のテ ソポは速
いのであろ うか。雇用機会の増大 とい う観点か ら
み ると,一 見,そ の よ うにも思 える。 しか し,実
は必ず しもそ うではない。1960年 代末以降の米国
経済 の動 きに典型的 に示 され るよ うに,経 済成長
の鈍化が却 って仕事構造の変容 プロセスを加速化
するケース もあ り得 る。仕事構造 の変化 は技術革
新や企業組織革新 に対応す る動 きで もあるから,
これはある意味で当然 の ことであろ う。
日本の仕事構造 も,成 長率の低下を見た1970年
代の半 ぽ以降,そ れ以前の20年 間に比べ,は るか
に急激 な変化 を遂 げて きた,と 言 うことが で き
る。実際,こ の間の仕事構造 の著 しい変化 は,多
くの論者が 「サービス化」,「ホワイ トカラー化」,
「ME化 」 な ど様hな キー ワー ドを使 って強 調 し
てきた点 である。 この よ うに,戦 後 日本の仕事構
造 の変容 プ ロセスの分析 にとって,こ こ20年 間の
動 きは とりわけ重要 な意味を もってい るが,こ こ
では,仕 事編成の位 階的秩序 に重大な影響を与 え
た動 きとして,特 に次の点に注 目しておきたい。
す なわ ち,サ ー ビス化 やME化 な ど一連 の動 き
が,専 門職 ・技術 職 な どと して一括 され る高賃
金 ・好条件 の良質の仕事 口と並 んで,こ れ らの職
務 を補完す る役 目を担 う低賃金 ・悪条件 の仕事 口
をも同時 に大量 に生みだ して きた ことである。 こ
れに よ り,日 本 の仕事構造には新 たな階層化(二
極化)の 動 きが生 じてい る。
さて,労 働需要 以上 の観点か らは仕事供給
(jobsupply)と 見 ることも可能であろ う サ イ
ドの こうした動 きに対 して,他 方 の労働供給サイ
ドの動 きは どうであったのか。今 日,日 本国内の
労働力供給の構造 も,仕 事構造 の急激 な変化 に連
動 して,大 き くその姿 を変 えつつあ る。そ うした
変化 のなかには,例 えば高等教育制度 の拡充 ・普
及に よる学歴競争社会 の成熟化 など,様 々の動 き
を見 ることができるが,労 働力供給構造 の変容を
促 した最 も基底的 な要 因 として次の事情が指摘 さ
れね ぽな らないだ ろ う。すなわ ち,従 来,国 内人
口の 自然 増加 と農業 を中心 とす る国 内 自営 セ ク
ターか らの労働力吸収 によって,経 済成長 ととも
に増大す る仕事 ロへ の追加的 な労働補給 をはか っ
てきた 日本経済が,出 生率 の低下 と国内自営 セク
ターの労働供給潜在力の縮小化 によ り,新 たな対
応 を余儀 な くされた点である。 日本経済 は,こ う
した 旧来 の追加労働力給源の枯渇を前 にして,さ
らに増加 を続ける仕事 口に労働力を補給するため
に,新 しい労働供給源 の開発 の必要 に迫 られ るこ
とになったのである。
しか し,こ の新 しい給源開発の必要性 は,単 な
る労働力不足,つ ま り増大す る仕事数 と既存 の給
源か らの労働供給 との単純 な量的不均衡 から生 じ
たのではない。 この間の 日本経済の国内労働力配
分 の推移 か ら明 らか なよ うに,外 国人労働力 や
「主婦」労働力 など新 しい労働力供給源 の開発 の
動 きは,明 確 に,低 賃金 ・悪条件の仕事 口に対す
る労働力調達 とい う要請に したがって進 められて
きた ものである。 しか も,こ うした劣悪 な雇用機
会 に対す る新 しい給 源 か らの労働 力補給 の動 き
は,次 の よ うな事情 に起 因してお りs上 で見た仕
事構造の姿形の変化に対応す る事態 と捉 えること
ができよ う。
第一 に,日 本経済の急速 な成長が,い わ ゆる先
端産業や成長企業を中心に して多 くの良質 の雇用
機会を生みだ し,国 内労働者 ここで主 として
念頭 においているのは青壮年の男性労働者である
に社会経済移動の新た な可能性を広 げて きた
ことである。 もちろん,こ の社会経済的上昇移動
の多 くは,世 代交代の過程を通 じて実現 され てき
た もの と言 って よいが,そ うした社会経済移動の
進展に伴 って,国 内労働者 の旧来 の仕事 口か らの
撤退 が進み,特 に仕事構造 の最下層一 従来 この
部分 を中心的 に担 ってきたのは,出 稼 ぎ農民,被
差別部落民,在 日韓国 ・朝鮮人な どの社会集団で
あ るが,こ うした社会集 団にもこの間上昇移動の
新た な動 きが生 じた ものと考 えられ る には,
担 い手不在の仕事 口が数多 く生 じた。第二 に,既
に仕事構造の新た な階層化 を示す動 き として指摘
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した ように,近 年 日本経済 がサ ー ビス化,ME化
な どの動 きを通 じて,仕 事構造 の下層に新た に大
量 の雇用機会 を創 りだ してきた ことであ る。 この
よ うな新 しい労働需要(仕 事供給)に 対す る労働
力補給の一環 として,新 しい外 国人労働者 の導入
が進め られ てきたのである(10)。
以上が書 き改め られた ドラマの第一幕(舞 台は
もちろん受 け入れ国の日本である)の 筋 立 てで あ
る。 また,外 国人労働力動員(流 入)の 経緯 を こ
の ように捉 えるな らば,外 国人労働者 が受 け入れ
国で演ず るであろ う役割 について も自ず と理解 さ
れ るはずで ある。 したがってここでは,移 民労働
者(外 国人労働者)に 関す る有名 な命題 を引用 し
て,話 をひ とまず締 め くくることに しよ う。「移
民労働者 の機能 は,国 内労働者 の忌避 した仕事 口
を埋 める ことにある それゆえ,移 民労働者 の
流入が国内労働者の雇用悪化 とい う帰結を もた ら
す可能性 は極 めて小 さい(引 用者)」(11)。
(注)
*本 稿 の 骨 子 は 神 奈 川 大 学 経 済 貿 易 研 究 所 主 催 の 公 開 国 際 シ
ソ ポ ジ ウ ム 「日本 経 済 と外 国 人 労 働 力 」(1981年10月12日)
で報 告 され た。 席 上,コ メ ン テ ー タ ー を は じめ 多 くの 方 々
か ら有 益 な コ メ ン トを 得 る こ とが で きた 。 記 し て感 謝 の 意
を表 わ した い。
(1)国 際 労 働 力 移 動 の 現 状 に つ い て は,次 を参 照 され た い 。 森








㈲ こ こで は 要 素 移 動 論 の一 つ の 原 型 と な っ た マ グ ドー ガル ・




(4)国 際 労 働 移 動 を め ぐ る課 税 制 度 の検 討 は 正統 派 の主 要 テ ー





(5)無 論 これ ま で の 議 論 の枠 組 み を 前提 に,要 素 移 動 の た め
の 具 体 的 条 件 と して,各 国 の経 済 動 向 に 対 応 した 国 際 賃 金 格
差 の 推 移 や 情 報 手 段 の 発 達,移 動 障 壁 の 消 滅(開 放 化 ・自由
化)な どの 動 き を 指 摘 す る こ と は可 能 で あ る。
(61労 働 過 剰 経 済 か らの 労 働 力 の 流 出 とい う考 え は,も と も と
古 典 派 経 済 学 に 由 来 す る も の で あ る が,第 二 次 大 戦 後,周 知
の ル イ ス 。モ デ ル に よ っ て新 し い息 吹 を 与 え られ,以 後 この
考}は 正 統 派 理 論 の 中 で 「経 済 開 発 」 論 と して 新 た な 展 開 を
み せ た。 … 方,「 過 剰 労 働 力 」 問 題 は,マ ル ク ス の 流 れ を く
む 歴 史 ・構 造 ア ブmチ の立 場 に 立 つ 研 究 者 の 間 で も しば し
ぼ取 りあ げ られ て き た テ ー マ で あ る。 た だ,こ の 後 者 の ア プ
ロー チ に お い て は,こ の 問 題 が 単 な る 要 素 賦 存 の 問 題 と して
で は な く}中 心 資 本 主 義 の 浸 透 に 伴 う周 辺 部 の伝 統 的 社 会 関
係 の 弛 緩 ・解 体 過 程 の 問 題 と して 捉 え られ て い る こ と に特 に
留 意 し て お きた い 。 古 典 派 経 済 学 を源 流 とす る労 働 移 動 論 の
系 譜 に つ い て は,Hakimian,H.,1_abouyTransferand
EconomicDρ1ア 吻)耀 η乙IlarvesterWheatsheaf,1990,
chap.'2.
(7)こ の こ と ば は,雪 う ま で も な く,1954年 の ル イ ス 論 文
(Lewis,A、,"EconomicDevelopmentwithUnlimitedSup-
pliesofLabour",ManchesterSchoolofEconomicand
SoeiaCS'144ゴ εs,22,1954,pp.139-191.)に よ っ て 一一般 に定 着
した もの で あ る 。 た だ し,ル イ ス 自身 は 同 上 論 文 の な か で,
労 働 供 給 メ カ ニズ ムや 労働 移 動 の 原 因 に つ い て立 ち 入 っ た 検
討 を 行 な った わ け で は な く,こ の こ と ぽ も,実 際 上,「 無 尽
蔵 の 労 働 資 源 」 と い うほ ど の 意 味 で 使 わ れ て い る に 過 ぎ な
い。 こ こで もそ うした 意 味 の こ とぽ と し て 理 解 さ れ た い。
(8)こ の考 え に つ い て詳 し くは 次 の 文 献 を参 照 せ よ。 森 田桐 郎
「総 論 一 資 本 主 義 の 世 界 的 展 開 と国 際 労 働 力 移 動 」(森 田桐 郎
編 『国 際 労 働 力 移 動6,東 大 出 版 会,1987年,1-,i4ペ ー
ジ)。 な お,本 稿 の こ れ ま で の 議 論 と の 関 連 で 言 う と,確 か
に 同 上 論 文 で は,「 過 剰 人 口」,「過 剰 労 働 力 」 や 「労 働 移 民
を 促 進 す る圧 力 」 な どの 問 題 点 が 指 摘 この 点 に 関 し て は
注(6)を 見 よ一 さ れ て い る。 しか し,こ の 論 文 の 核 心 は,
「現 代 の 国 際 労 働 力 移 動 の 基 本 的 な性 格 を,周 辺 部 か ら析 出
され る プ ロ レ タ リア的 労 働 力 の 中 心 部 資 本 主 義 に よ る充 用 形
態 と して 」 捉 え る よ う提 案 した と ころ に あ る。
(9)日 本 経 済 と外 国 人 労 働 者 との 関 わ りにつ い て は,本 シ ン ポ
ジ ウ ム の 大 林 報 告(大 林 弘 道 「日 本 経 済 と外 国 人 労 働 者 問
題 」)を 参 照 。 筆 者 の 基 本 的 な 問 題 視 角 は 大 林 報 告 と 同 様 で
あ る が,こ こ で は 幾 分 異 な る道 具 立 を 使 っ て 議 論 を展 開 し て
み た い。
(10>米 国 で は 移 民 蛍 働 老(外 国 人 労 働 者)向 け の 仕 事 と し て,
① 鼠 際 化 や 専 門化 の 動 き の な か で 生 まれ た新 し い タ イ プ の低
賃 金 サ ー ビス業 務,② 仕 事 構 造 の変 化 の な か で 序 列 の 下 が っ
た 製 造 業 務,③ 移 民 コ ミ ュ ニ テ ィを 顧 客 とす る仕 事 口,の 三
つ が 挙 げ られ て い る。 第 三 の 源 泉 か ら の仕 事供 給 は 今 の と こ






本 日の式部 先生 の報 告 は,財 の国際移 動,資 本 の国 際移 動 に
比 ぺ相対 的 に研究 の遅 れ てい る労働 力 の国際移 動 につ いて,そ
れ を 「自然 の流 れ」 とみ る正統 派 のpush・pull論 を批 判 し,資
本 蓄積論 の立場 か らそ れ を解 明す る ことを試 み た有意 義 な もの
であ った。 そ こで次の2点 につ いて質問 したい。
1.19世 紀 には,移 民 は送 出国で あ るイギ リスの勢力 を 増大
す る積極 的 な役割 を果た した が,現 在 で は フ ィ リピソ等 に見 ら
10一 国際経済研究と外国人労働力
れ る よ うに,移 民 は送 出国の経済 的 ・社会的 疲弊 を増 幅 して い
る。 この よ うな相違 を資本 蓄積論 の立 場 か ら どの よ うに捉 える
こ とがで きるか。
2.資 本 蓄積 論 と並 んで,国 際 労働 力移動 研究 の基 本視 角 と
な って い る世 界 システ ム論 につ いて質問 したい。 世界 シス テム
論 の特徴 は,国 と国の関 係 を相 互 に独立 な対等 の関 係 としてで
はな く,中 心 ・半 周辺 ・周辺 とい うヒエ ラル キー関係 として捉 え,
その よ うな視 角 か ら世 界経 済の動 態 を説 明す る点 に あ る。 しか
し世 界 システ ム論 に基 づ いた世 界経済 の変動 の説 明に対 しては,
歴 史的 事実 に反 す る とい う批判 が な され て いる。 他方,世 界 シ
ステム論 の発想 は,多 国籍企 業 や労働 市場 の分析 に適 用 され,
新 国際 分業や 労働 市場 の重層 的構 造 とい う重 要 な側面 が析 出 さ
れ,そ の有 効性 が確 かめ られ てい る。 しか しそれ は,国 々の相
互作 用が織 り成 す世界 経済 の動 態 を捉 え るとい う,世 界 シス テ
ム論 が本 来課題 と した ところ とは別 の次 元 にお いてで あ る。す
なわ ち,新 国 際分 業 は,多 国籍 企 業 を主 体 とす る ミク ロの レ
ヴ ェルの 議論 であ り,労 働市 場 の重層 的構 造 も,一 国全 体 で は
な く,労 働市場 とい う社 会の部分 領域を対 象 とした議 論 であ る。
つ ま り,世 界 シ ステ ム論 は本来 の課題 とは異 な る ところでは有
効性 を発揮 してい るが,本 来 の課 題で ある国 と国 の関係を トー
タル に捉 える とい う点で は有効 性 を もた ない のでは ないか とい
う疑 問 を私 は もって いる。 世界 シ ステ ム論 につ いて の先 生 の考
えを お聞 かせ願 いた い。
<答>
1.1g世 紀型 の開拓 移民 と現 在 の移民 の相違 につ い て は,葛
われ た通 りで あ る。 しか し現在 の移民 につ いて の問題 は,膨 大
な人 口を抱 えた ア ジアや ラテ ン・アメ リカの国 々か らの移民 は,
ア メ リカ,ヨ ー ロッパ,日 本 とい う先進 国 の資 本蓄 積 の必 要 か
ら生 じた もの で あるに もかか わ らず,こ れ らの先進 国 は低 開発
国 か らの移民 に よって侵略 され て いる,あ るい は不 幸 を外か ら
もち込 まれ た。 とい う逆 の議論 が罷 り通 ってい ることであ る。
(-世 界 システ ム論 の ポイ ン トは次 び)点に あ る
。例 えぽ,日
本 のあ る地域 の社会 ・経済 現象 はその地 域 の要 因にのみ規定 され
て いるので は な く,日 本 の中心 部 の要 因 に,そ して ア メ リカの
経 済 ・社会動 向に,さ らに ニュー ヨークに本部 を もつ ア メ リカ多
国籍企業 の活動 に規 定 されて い るとい うことを強調 した点 に あ
る。 つ ま り社会 ・経済変動 の原動 力を狭 い範 囲に限定 して考 える
の では な く,グ ローバ ルな視点 か ら捉 えよ うとす る ところに 世
界 システ ム論 の意義 があ る。
